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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第114期

第２四半期
連結累計期間

第115期
第２四半期
連結累計期間

第114期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年９月30日

自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (百万円) 1,442 1,738 3,255

経常損失（△） (百万円) △21 △30 △15

親会社株主に帰属する当期純損失
（△）又は親会社株主に帰属する
四半期純損失（△）

(百万円) △43 △28 △48

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3 10 11

純資産額 (百万円) 2,263 2,281 2,270

総資産額 (百万円) 4,469 4,910 4,487

１株当たり当期純損失又は１株当
たり四半期純損失（△）

(円) △56.69 △36.72 △62.40

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 50.6 46.5 50.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 19 355 △119

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △10 △31 101

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 24 △0 24

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 1,311 1,611 1,285

回次
第114期

第２四半期
連結会計期間

第115期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年７月１日
至 2020年９月30日

自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 38.80 54.94

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

３ 第114期第２四半期連結累計期間、第115期第２四半期連結累計期間及び第114期の潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、コロナ禍が長期化するなかワクチン接種の効果も現れ、経済回

復を探る動きが本格化してきましたが、世界的な半導体や各種材料のサプライチェーンの寸断が生じ生産納期が悪化

する状況でありました。

このような経済状況の中で、当社グループとしては、新規顧客の獲得、新しい価値提供を目的とした新製品・新技

術の開発に注力するとともに、競争力強化のためのサプライチェーンの構築・コスト低減などの取り組みに注力し、

受注・売上の確保に努めてまいりました。

その結果、当第２四半期連結累計期間の受注高は1,775百万円（前年同四半期比2.1％増）、売上高は1,738百万円

（前年同四半期比20.5％増）となりました。損益については、営業損失54百万円（前年同四半期は営業損失64百万

円）、経常損失30百万円（前年同四半期は経常損失21百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失28百万円（前年

同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失43百万円）の計上となりました。

以下主なセグメントの業績についてご説明申しあげます。

（電源機器）

電源機器につきましては、電池業界、自動車関連業界ならびに電子部品業界などを中心に様々な個別の仕様にお応

えし、通信機能搭載などの差別化に取り組んでまいりました。その結果、受注高は702百万円（前年同四半期比50.7％

増）、売上高は667百万円（前年同四半期比35.2％増）となりました。

（表面処理装置）

表面処理装置につきましては、自動車関連業界、電子部品業界などを中心に、新規及び更新需要の掘り起こしに注

力してまいりましたが、受注高は396百万円（前年同四半期比42.1％減）、売上高は447百万円（前年同四半期比2.7％

減）となりました。

（電気溶接機）

電気溶接機につきましては、国内市場においては自動車関連業界、鋼製家具業界などを中心に、新規及び更新需要

の掘り起こしに注力してまいりました。また、海外市場においても海外代理店との連携を密にして電子部品業界を中

心に拡販に努めてまいりました。

その結果、受注高は310百万円（前年同四半期比10.7％増）、売上高は361百万円（前年同四半期比91.8％増）とな

りました。

（環境機器）

環境機器につきましては、表面処理装置に付帯する機器として営業に取り組んでまいりましたが、受注高は105百万

円（前年同四半期比0.2％減）、売上高は116百万円（前年同四半期比8.2％減）となりました。
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② 財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて10.9％増加し3,878百万円となりました。これは、主として現金及び預

金が326百万円、仕掛品が134百万円増加したことなどによります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて4.2％増加し1,032百万円となりました。これは、主として投資その他

の資産が57百万円増加したことなどによります。

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて9.4％増加し4,910百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて24.1％増加し2,085百万円となりました。これは、主として支払手形及

び買掛金が214百万円増加したことなどによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて1.4％増加し544百万円となりました。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて18.6％増加し2,629百万円となりました。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて0.5％増加し2,281百万円となりました。

（2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、期首時点に比べて326百万円

増加し1,611百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因

は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、資金の増加は355百万円（前年同四半期は19百万円の増加）となりました。

　収入の主な内訳は、仕入債務の増加額214百万円、売上債権の減少額140百万円などであり、支出の主な内訳は、

棚卸資産の増加額136百万円などであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、使用した資金は31百万円（前年同四半期は10百万円の減少）となりました。

　支出の主な内訳は、無形固定資産の取得による支出29百万円などによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは0百万円の支出（前年同四半期は24百万円の増加）となりました。

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題についての重要な変更はありませ

ん。

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は24百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,000,000

計 3,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2021年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 784,300 784,300
名古屋証券取引所

市場第二部
単元株式数 100株

計 784,300 784,300 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年９月30日 ― 784,300 ― 503,000 ― 225,585
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(5) 【大株主の状況】

2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

後藤安邦 名古屋市昭和区 70,744 9.1

株式会社日工 愛知県知立市山町中畑15 61,400 7.9

株式会社ヤマサンコーポレーション 名古屋市昭和区御器所通3-15-2 46,800 6.1

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 32,423 4.2

公益財団法人後藤報恩会 名古屋市昭和区汐見町4-1 29,727 3.8

三浦 重剛 愛知県刈谷市 26,300 3.4

谷澤 美恵 愛知県刈谷市 25,500 3.3

株式会社ミヨシ 名古屋市昭和区御器所通3-15-2 25,000 3.2

株式会社エヌエフホールディングス 横浜市港北区綱島東6-3-20 24,200 3.1

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2-1-1 21,900 2.8

計 ― 363,994 47.1

(注) 1 公益財団法人後藤報恩会は、社会福祉事業に関する助成及び教育・文化の向上に寄与することを目的として

設立された法人であり、運営資金は、所有資産から生ずる収入により賄われ当社とは会の運営、資金等の関

連はありません。

2 当第２四半期会計期間末現在における上記大株主の所有株式数のうち信託業務に係る株式数については、当

社として把握することができないため記載しておりません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 10,900

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,643 ―
764,300

単元未満株式
普通株式

― ―
9,100

発行済株式総数 784,300 ― ―

総株主の議決権 ― 7,643 ―

(注) １.「単元未満株式」には当社所有の自己株式87株を含めております。
２.「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株(議決権３個)含まれて

おります。

② 【自己株式等】

2021年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（株）中央製作所
（自己保有株式）

名古屋市瑞穂区内浜町24
番１号

10,900 ― 10,900 1.39

計 ― 10,900 ― 10,900 1.39

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2021年７月１日から2021年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,435,331 1,761,373

受取手形及び売掛金 908,707 829,627

電子記録債権 403,644 342,737

商品及び製品 74,300 55,934

仕掛品 523,669 658,006

原材料及び貯蔵品 90,060 111,348

その他 61,699 119,434

貸倒引当金 △300 △300

流動資産合計 3,497,112 3,878,162

固定資産

有形固定資産 285,997 280,902

無形固定資産 79,253 68,423

投資その他の資産 625,083 682,980

固定資産合計 990,334 1,032,306

資産合計 4,487,446 4,910,468

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 529,015 743,262

短期借入金 740,000 740,000

未払法人税等 3,786 8,247

その他 406,989 593,622

流動負債合計 1,679,791 2,085,132

固定負債

長期借入金 40,000 40,000

役員退職慰労引当金 113,750 -

退職給付に係る負債 275,271 259,962

その他 108,036 244,354

固定負債合計 537,057 544,316

負債合計 2,216,848 2,629,449

純資産の部

株主資本

資本金 503,000 503,000

資本剰余金 225,585 225,585

利益剰余金 1,379,776 1,351,379

自己株式 △16,077 △16,169

株主資本合計 2,092,284 2,063,795

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 172,510 209,048

為替換算調整勘定 5,803 8,175

その他の包括利益累計額合計 178,313 217,224

純資産合計 2,270,598 2,281,019

負債純資産合計 4,487,446 4,910,468
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

売上高 1,442,469 1,738,489

売上原価 1,097,401 1,361,428

売上総利益 345,068 377,061

販売費及び一般管理費 ※ 409,540 ※ 431,354

営業損失（△） △64,472 △54,293

営業外収益

受取利息 80 492

受取配当金 4,446 4,750

為替差益 - 30

持分法による投資利益 2,301 -

雇用調整助成金 36,582 -

補助金収入 - 19,617

その他 3,175 3,088

営業外収益合計 46,586 27,978

営業外費用

支払利息 3,185 3,214

為替差損 134 -

その他 306 917

営業外費用合計 3,626 4,132

経常損失（△） △21,512 △30,446

特別利益

固定資産売却益 9 29

投資有価証券売却益 - 5,565

特別利益合計 9 5,595

特別損失

固定資産処分損 15 0

特別損失合計 15 0

税金等調整前四半期純損失（△） △21,517 △24,851

法人税、住民税及び事業税 1,187 939

法人税等還付税額 △6,686 -

法人税等調整額 27,827 2,606

法人税等合計 22,328 3,545

四半期純損失（△） △43,845 △28,397

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △43,845 △28,397
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

四半期純損失（△） △43,845 △28,397

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 48,713 36,538

為替換算調整勘定 △875 2,371

その他の包括利益合計 47,838 38,910

四半期包括利益 3,992 10,513

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 3,992 10,513

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △21,517 △24,851

減価償却費 18,460 24,146

貸倒引当金の増減額（△は減少） △124 △124

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △90,926 △8,516

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 5,143 △15,309

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △16,600 -

受取利息及び受取配当金 △4,527 △5,243

支払利息 3,185 3,214

持分法による投資損益（△は益） △2,301 -

固定資産処分損益（△は益） 5 △29

投資有価証券売却損益（△は益） - △5,565

売上債権の増減額（△は増加） 465,670 140,061

棚卸資産の増減額（△は増加） △158,766 △136,982

仕入債務の増減額（△は減少） △128,057 214,109

その他 △76,684 170,409

小計 △7,040 355,319

利息及び配当金の受取額 4,527 5,243

利息の支払額 △3,628 △3,387

法人税等の支払額 △939 △1,878

法人税等の還付額 26,721 -

営業活動によるキャッシュ・フロー 19,640 355,297

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △10,571 △12,169

有形固定資産の売却による収入 10 30

無形固定資産の取得による支出 - △29,150

投資有価証券の取得による支出 △128 △128

投資有価証券の売却による収入 - 8,757

その他 27 777

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,663 △31,883

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 40,000 -

配当金の支払額 △15,377 △8

その他 △54 △92

財務活動によるキャッシュ・フロー 24,567 △100

現金及び現金同等物に係る換算差額 △720 2,727

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 32,824 326,041

現金及び現金同等物の期首残高 1,278,623 1,285,331

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,311,447 ※ 1,611,373
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、従

来、販売手数料として販売費及び一般管理費に計上していた、顧客に支払われる対価の一部を、売上高から控除

して表示する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりますが、収益認

識会計基準等の適用による、当第２四半期連結累計期間の損益及び期首利益剰余金に与える影響はありません。

なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法

による組替えを行っておりません。

また、「四半期財務諸表に関する会計基準」（2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、

前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、当該会計基準等の適用が四半

期連結財務諸表に与える影響はありません。

（追加情報）

（役員退職慰労金制度の廃止）

当社は2021年４月15日開催の取締役会において、役員退職慰労金制度を廃止することを決議し、2021年６月24

日開催の第114回定時株主総会において、役員退職慰労金の打ち切り支給を決議いたしました。また、同株主総会

において役員退職慰労金の打ち切り支給について承認可決されました。

また、取締役の報酬等については、業績に連動させることで業績向上に対する意識を高め、企業価値の向上に

資するため、従来の固定報酬に業績連動報酬を加えた報酬体系といたしました。なお、社外取締役においては、

独立性・客観性を保つ観点から固定報酬のみといたしました。
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(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

給与手当等 212,608千円 219,779千円

退職給付費用 △10,691千円 6,216千円

役員退職慰労引当金繰入額 8,061千円 3,695千円
　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

現金及び預金 1,461,447千円 1,761,373千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △150,000千円 △150,000千円

現金及び現金同等物 1,311,447千円 1,611,373千円
　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月24日
定時株主総会

普通株式 15,470 20.00 2020年３月31日 2020年６月25日 利益剰余金

　
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

　
当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注1)

合計
調整額
（注２）

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注３）

電源機器
表面処理
装置

電気
溶接機

環境機器 計

売上高

外部顧客への売上高 493,803 460,598 188,572 127,418 1,270,392 172,076 1,442,469 ― 1,442,469

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 493,803 460,598 188,572 127,418 1,270,392 172,076 1,442,469 ― 1,442,469

セグメント利益又は
損失(△)

107,476 102,611 37,102 33,705 280,896 53,842 334,738 △399,210 △64,472

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験装置、計測器等が含まれて

おります。

２.セグメント利益の調整額△399,210千円は、各報告セグメントに配分していない一般管理費等であります。

３.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注1)

合計
調整額
（注２）

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注３）

電源機器
表面処理
装置

電気
溶接機

環境機器 計

売上高

　顧客との契約から生
　じる収益

667,386 447,933 361,621 116,928 1,593,870 144,618 1,738,489 ― 1,738,489

　その他の収益 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 667,386 447,933 361,621 116,928 1,593,870 144,618 1,738,489 ― 1,738,489

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 667,386 447,933 361,621 116,928 1,593,870 144,618 1,738,489 ― 1,738,489

セグメント利益又は
損失(△)

124,349 98,300 70,547 40,524 333,723 39,404 373,127 △427,421 △54,293

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験装置、計測器等が含まれて

おります。

２.セグメント利益の調整額△427,421千円は、各報告セグメントに配分していない一般管理費等であります。

３.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失（△）及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

１株当たり四半期純損失（△） △56円69銭 △36円72銭

　 (算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）(千円) △43,845 △28,397

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失
（△）(千円)

△43,845 △28,397

普通株式の期中平均株式数(株) 773,476 773,349

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2021年11月12日

株式会社中央製作所

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

　名古屋事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 村 井 達 久

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 内 田 宏 季

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社中央製

作所の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中央製作所及び連結子会社の2021年９月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

　



業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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